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平成２９年１０月  日 

 

 三田市長 森  哲 男 様 

 

                    三田市まちづくり基本条例検証委員会    

                     委員長  中  瀬    勲 

 

三田市まちづくり基本条例の施行状況の検証について（答申） 

 

 平成２９年７月５日付三政第３８号で諮問のありました標記の件について、当委員会に

おいて慎重に審議を重ねた結果、下記の意見を付して答申します。 

 なお、審議過程において各委員から提出された意見に対しては、今後における三田市ま

ちづくり基本条例の推進において十分に配慮されるよう求めます。 

 

記 

 

 三田市まちづくり基本条例の施行状況を検証した結果、同条例は概ね適正に運用されて

おり、今回の検証をもって速やかに同条例を改正する必要性はないと判断する。 

 しかし、別添の市がとりまとめた三田市まちづくり基本条例検証報告書（以下「検証報

告書」という。）を含め、以下のとおり意見を付したい。 

 

１１１１    検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書のののの修正修正修正修正をををを求求求求めるめるめるめる意見意見意見意見    

 (1) (1) (1) (1) 第第第第９９９９条条条条（（（（市民市民市民市民のののの情報発信情報発信情報発信情報発信とととと共有共有共有共有）【）【）【）【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書１ページ１ページ１ページ１ページ】】】】    

検証報告書 当委員会の意見 

【【【【評価評価評価評価】】】】概概概概ねできているねできているねできているねできているが、

避難行動要支援者制度では、

支援の実施責任を懸念する

などにより、避難行動要支援

者名簿が未共有となってい

る区・自治会がある。 

 区・自治会やまちづくり協議会は一生懸命に情報発

信を進めているが、受け取る側の住民が情報を共有で

きているかというとまだ課題が残っている。 

 したがって、以上の点を運用上の課題に加える必要

がある。 

 

 ((((2222) ) ) ) 第第第第１１１１１１１１条条条条（（（（個人情報個人情報個人情報個人情報のののの保護保護保護保護）【）【）【）【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書４ページ４ページ４ページ４ページ】】】】    

検証報告書 当委員会の意見 

【【【【評価評価評価評価】】】】概概概概ねできているねできているねできているねできているが、

非常時に備え、日頃から避難

 この条文は、個人情報の保護ができているかどうか

を検証するものであり、個人情報の保護を気にしすぎ

案 
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行動要支援者との関係づく

りに避難行動要支援者名簿

を活用いただきたいが、取扱

注意の意識等が共有の妨げ

となっている地域がある。 

て、共有するべき情報が共有できていないということ

が問題である。 

 したがって、運用上の課題としては、「個人情報の保

護に過剰反応しすぎて、本来共有できる情報が共有で

きていないことが課題である。」と修正するべきであ

る。 

 

 ((((3333) ) ) ) 第第第第１５１５１５１５条条条条（（（（市政市政市政市政へのへのへのへの市民参加市民参加市民参加市民参加におけるにおけるにおけるにおける市長等市長等市長等市長等のののの責務責務責務責務）【）【）【）【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書５ページ５ページ５ページ５ページ】】】】    

検証報告書 当委員会の意見 

【【【【評価評価評価評価】】】】できているできているできているできている     全般的に制度は整っているが運用面で課題があると

いうことが言える。「第２款 市政への市民参加」で言

えば、附属機関の委員の顔ぶれは似かよっており、パ

ブリックコメントはほとんど意見が出ないなど、積極

的な市民参加は進んでいないように感じる。 

 その原因は、市民にとって分かりやすい情報提供、

関心を呼ぶような情報提供が十分ではないと考えられ

る。そういった観点からすると、この条の評価は「概

ねできている」に修正するべきである。 

 

 ((((4444) ) ) ) 第第第第２２２２２２２２条条条条（（（（協働提案協働提案協働提案協働提案）【）【）【）【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書９ページ９ページ９ページ９ページ】】】】    

検証報告書 当委員会の意見 

【【【【評価評価評価評価】】】】できているできているできているできている（平成２

９年度に実施する協働事業

提案の審査を通じて、協働の

まちづくりに資すると認め

られた事業については、提案

事業を市と団体が役割分担

等を協議して、協定を締結

し、協働事業を進めていくこ

ととしている。） 

 この条文は、協働事業提案制度に関するものである

が、当該制度としてはできたが、行政も市民団体も未

だ制度を上手く運用するところまでは至っていないと

いう現状から判断すると、取り組みの評価は「概ねで

きている」に修正するべきである。 

 

２２２２    そのそのそのその他他他他のののの主主主主なななな意見意見意見意見    

 (1)(1)(1)(1)    全般的全般的全般的全般的なななな意見意見意見意見    

  ① 市は、制度の整備はできているとしているが、当委員会としては、制度の中身を



3 

 

質的に充実させていただきたい。 

  ② 条例全般的にいうと、文言を精査してメンテナンスしてはどうか。 

  ③ まちづくり基本条例において、人権の視点というか、弱者、子ども、体の不自由

な人等のことも条例に盛り込むことも検討してはどうか。 

 

 (2) (2) (2) (2) 個別条文個別条文個別条文個別条文にににに対対対対するするするする意見意見意見意見    

  ①①①①    第第第第１４１４１４１４条条条条（（（（市民参加市民参加市民参加市民参加のののの環境整備環境整備環境整備環境整備））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書４ページ４ページ４ページ４ページ】】】】    

   ・ まちづくり協議会と区・自治会との関係は地域によって様々であり、協働して

いくためには慎重に議論する必要がある。 

   ・ まちづくり協議会に対する活動支援は、区・自治会ともよく相談しながら進め

て欲しい。 

  ②②②②    第第第第１８１８１８１８条条条条（（（（まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり提案提案提案提案））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書８ページ８ページ８ページ８ページ】】】】    

   ・ まちづくり提案で提案された犯罪情報の提供に関連し、防災防犯メールはタイ

ムリーな情報発信に努めて欲しい。 

  ③③③③    第第第第２０２０２０２０条条条条（（（（地域地域地域地域コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書８ページ８ページ８ページ８ページ】】】】    

   ・ ニュータウンの分譲・賃貸住宅の住民に対する自治会への加入促進に関して、

開発事業者の協力が得られるように市からも働きかけて欲しい。 

   ・ ふるさと地域交付金は、金額が大きくなるに従い適正に管理することが重要に

なってくる。交付金は、地域ごとに個別に予算化し、予算・決算について議会の

審議を受けていく必要がある。 

  ④④④④    第第第第２３２３２３２３条条条条（（（（協働協働協働協働のまちづくりにのまちづくりにのまちづくりにのまちづくりに関関関関するするするする推進方策推進方策推進方策推進方策））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書９ページ９ページ９ページ９ページ】】】】    

   ・ 協働のまちづくり条例を制定し、より住民自治や小規模多機能自治が進むかた

ちを検討してはどうか。 

  ⑤⑤⑤⑤    第第第第２８２８２８２８条条条条（（（（総合計画総合計画総合計画総合計画））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書１０ページ１０ページ１０ページ１０ページ】】】】    

   ・ まちづくり基本条例において総合計画策定等の根拠を規定していることから、

まちづくり基本条例は総合計画の根拠条例で上下関係にある。にもかかわらず、

平成２９年３月に第４次総合計画の見直しを実施した後に、７月からまちづくり

基本条例の検証を行っている。これは、順序が逆で、まちづくり基本条例の検証

を行った後に、総合計画の見直しを行うべきである。 

  ⑥⑥⑥⑥    第第第第３０３０３０３０条条条条（（（（人材育成人材育成人材育成人材育成））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書１１ページ１１ページ１１ページ１１ページ】】】】    

   ・ 人材育成としての研修に比べて、政策研究についての取り組みが見えてこない。

社会が大きく変わっていくなかで新たな政策を打ち出すため、先進自治体ではユ

ニークな施策に取り組まれているが、市でも職員による政策研究を進めるための

環境整備が必要である。 
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  ・ 政策能力を高めるための研修に対して、新たな課題に対してどんな施策がふさ

わしいかを研究することは切り分ける必要がある。研究をしっかりできる組織や

環境を用意する、又は専属的な研究スタッフを置くことも一つの手である。 

   ・ 他市との情報交換も含めて、行政評価も政策研究の対象となると考える。 

   ・ 全国的に研究組織は閉鎖、縮小の傾向にあり、厳しい財政状況のなかで何らか

の工夫が必要になってくる。 

  ⑦⑦⑦⑦    第第第第４４４４４４４４条条条条（（（（行政評価行政評価行政評価行政評価））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書１５ページ１５ページ１５ページ１５ページ】】】】    

   ・ 施策レベルでの評価について、施策の趣旨目的と事務事業をどう結びつけて評

価するのかが課題である。 

  ⑧⑧⑧⑧    第第第第４６４６４６４６条条条条（（（（住民投票住民投票住民投票住民投票））））【【【【検証報告書検証報告書検証報告書検証報告書１６ページ１６ページ１６ページ１６ページ】】】】    

   ・ 住民投票制度検討委員会の「ハイブリッド型」の答申に対して、市長の責任に

おいて「個別設置型」としていることが、住民投票制度においてふさわしいのか

疑問がある。他の条例で位置付けるなど、当該委員会での結論に鑑みて改正する

べきではないか。 

   ・ 取組内容の記述では、誰がどう決めたのかグレーである。市長が住民の意見を

どのように施策運営に反映させていくのかにも関わってくる課題ではないか。 

   ・ 資料を見る限りでは懸案事項として残っているようだが、５年間に個別設置型

での住民投票の動きがなかったので、現状でも問題があるとは言えない。 


